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総合・分担研究報告書 

 
父親の健康状態および育児参加の効果に関する研究 

 
研究分担者 加藤 承彦（国立成育医療研究センター研究所社会医学研究部・室長） 

           
研究要旨  
背景：働く母親の増加や祖父母と同居する世帯の減少により、徐々に父親も積極的に育児に関わる

ことが期待される社会に移行しつつある。しかし、父親に関する情報（健康状態や育児への関わり

の状況等）や父親が育児参加することにどのような影響があるのかに関する知見は、日本国内では

限られている。よって、父親に関する様々な分析を大規模な政府統計データを用いて行った。 

方法：分析には、総務省の社会生活基本調査と厚生労働省の国民生活基礎調査および 21 世紀出生

児縦断調査を用いた。なお、21 世紀出生児縦断調査は、2001 年コホートの第 16 回以降は、文部科

学省に移管されており、文部科学省にも 21 世紀出生児縦断調査データの利用申請を行った。 

結果：令和 2 年度においては、主に 3 つの分析を行った。令和 3 年度においては、4 つの分析を行

った。令和 4 年度においては、4 つの分析を行った。これらの分析の結果、ある特徴をもった世帯

（例、シングルファーザー、介助が必要な子どもがいる世帯等）の父親の健康状態や育児に関する

状況について明らかにすることができた。また、父親が積極的に育児に関わることの影響について

もいくつかの知見を蓄積することができた。 

考察：過去 3 年間において、上記の 11およびその他 7の分析、合計 18 の研究を実施し、3 年間の

研究期間内に 7 篇の論文が掲載された。今後、父親支援が社会実装されていく際に、これらの知見

が支援の根拠となることが期待される。 

 
研究協力者 
市瀬 雄一（国立がん研究センターがん対策研究

所医療政策部・研究員） 
越智 真奈美（国立保健医療科学院 医療・福祉サ

ービス研究部・主任研究官） 
大塚 美耶子（国立成育医療研究センター研究所

政策科学研究部・共同研究員） 
可知 悠子（北里大学医学部公衆衛生学・講師） 
近藤 天之（国立成育医療研究センター研究所社

会医学研究部・非常勤研究員） 
永吉 真子（名古屋大学大学院医学系研究科・助

教） 
新村 美知（国立成育医療研究センター研究所政

策科学研究部・研究補助員） 
三好 しのぶ（国立成育医療研究センター研究所

社会医学研究部・研究補助員） 
Bibha Dhungel（国立成育医療研究センター研究所

政策科学研究部・研究補助員） 

Ａ．研究目的 
本研究の目的は、父親の現状と父親の育児参加

の影響について明らかにすることである。近年、

厚生労働省が実施するイクメンプロジェクトな

どの影響により父親の育児参加に対する社会の

関心が高まりつつあり、2021 年 4 月現在で男性

の産後休業取得の促進の義務化が規定路線とな

っている。しかし、その一方で日本の父親の健康

や生活の状況について明らかにした研究はなく、

また父親の育児参加が母親や子ども、父親自身に

対してどのような影響があるのかについて明ら

かにした研究は日本国内ではほとんど実施され

ていない。よって過去 3 年間で下記およびその他

の分析を実施した。 
 
＜令和 2 年度＞ 
① 乳児がいる世帯における父親および夫婦の

メンタルヘルスの状況 
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② シングルファーザーのメンタルヘルスの状

況 
③ 父親の育児参加の影響についての知見のま

とめ 
 
＜令和 3 年度＞ 
④ 父親の生活時間 
⑤ 介助が必要な子どもがいる世帯の父親の健

康状態 
⑥ 父親の育児参加の状況 
⑦ 乳幼児がいる世帯の父親の社会経済状況と

健康状態 
 

＜令和 4 年度＞ 
⑧ 父親の育児への関わりと母親のしつけとの

関連 
⑨ 父親の育児休業取得の影響 
⑩ 多胎児世帯の父親の状況 
⑪ 父親の育児への関わりの長期的な影響 
 

その他に7つの分析（「父親の育児への関わりに

関連する要因の分析」「父親の育児ストレスに関

連する要因の分析」「父親の育児への関わりと子

どものTV視聴との関連」「父親の育児への関わり

と8歳時点での子どもの行動発達との関連」「父親

の育児への関わりと離婚との関連」「母親の雇用

の継続に関連している父親の要因の分析」「父親

の喫煙と関連している要因の分析」）も実施した。 
 
Ｂ．研究方法 
１．日本の父親の健康・生活実態把握（課題 1：
二次データ解析） 

分析には、総務省が実施している社会生活基本

調査、厚生労働省が実施している国民生活基礎調

査および21世紀出生児縦断調査、文部科学省が実

施している21世紀出生児縦断調査（平成13年コホ

ート、第16回以降）の調査票情報を独自集計した。

公表数とは一致しない場合がある。 
 
① 乳児がいる世帯における父親および夫婦の

メンタルヘルスの状況 
 本分析では、2016年の国民生活基礎調査のデー

タに含まれている1歳未満の子どもがいる3,514

世帯の父親と母親に両方を対象とした。世帯票お

よび健康票のデータを用いて、父親と母親それぞ

れおよび両者のメンタルヘルスの不調の状況と

関連する要因について、単回帰および重回帰分析

を行った。 
 
② シングルファーザーのメンタルヘルスの状

況 
国民生活基礎調査の2016年データを用いた。対

象者は、18歳以下の子どもがいる父親で、シング

ルファーザーが868人、ふたり親世帯の父親が

43,880人だった。父親のメンタルヘルスの状況の

指標としてK6尺度を用い、メンタルヘルスの不

調の状況と関連する要因について、単回帰および

重回帰分析を行った。 
 
③ 父親の育児参加の影響についての知見のま

とめ 
乳幼児期の子どもがいる家庭における父親の

育児参加の影響について系統的レビューをおこ

なった。NICU入院歴や多胎などがない一般人口

を対象とした質問紙調査による定量的研究から

得られた知見に関する原著論文を検索した。和文

論文は、19編が対象だった。 
 英文論文は、PubMedを用いて検索した。該当

論文が少数であったため、2001年から2021年まで

期間を拡大した。キーワードを「 father OR 
paternal」、「childcare OR child care OR coparenting 
OR involvement」、「Japan」で検索し、父親の育児

参加の影響を検証した4編を対象とした。 
 
④ 父親の生活時間 
 本分析は、「乳幼児がいる世帯の父親は、勤務

している日において1日の時間をどのように過ご

しているのか？」を明らかにし、父親の家事・育

児関連時間を増やすための支援策を考える上で

の基礎資料とすることを目的とした。分析には、

社会生活基本調査の2016年のデータを用いた。分

析対象者は、①父親、②2人親と子どもの世帯、

③末子が未就学児、④父親が就業している、⑤調

査実施日が父親の勤務日という条件すべてを満

たした対象者に限定した（3,755人）。 
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⑤ 介助が必要な子どもがいる世帯の父親の健

康状態 
本分析は、「介助が必要な子どもがいる世帯の

父親の健康状態はどうなっているのか？」を明ら

かにすることを目的とした。分析には、国民生活

基礎調査の2016年のデータを用いた。分析対象者

は、介助の必要がある6歳以上、18歳未満の子ど

もとその父親の438組と介助の必要がない子ども

とその父親の27,682組だった。 
 
⑥ 父親の育児参加の状況 
本分析は、6歳未満の子どものいる世帯におけ

る父親の社会背景情報の整理と育児・家事への関

与の状況の実態把握を目的とした。本分析では、

21世紀出生児縦断調査（平成22年出生児）の第1
回（子どもの年齢：生後6か月）から第6回（同：

5歳6か月）のデータに含まれている父親に関する

項目を集計した。各回の有効回答数は次のとおり

である（第1回38,554、第2回33,356、第3回32,380、
第4回29,582、第5回28,161、第6回27,785）。 
 
⑦ 乳幼児がいる世帯の父親の社会経済状況と

健康状態 
本分析は、父親の社会経済状況や健康状態を明

らかにすることを目的とした。使用したデータは

国民生活基礎調査の2010年および2013年の世帯

票および健康票である。子・父親・母親の情報が

揃ったデータセットを作成した。また、分析の対

象は両親のデータが揃っており（ひとり親は除外

した）、末子年齢が6歳未満のケースに限定した。

分析では父親の社会経済状況や健康状態を確認

した。 
 
⑧ 父親の育児への関わりと母親のしつけとの

関連 
本分析は、母親が子どものお尻をたたくという

しつけ行動に着目し、子どもが生後6か月時点の

父親が家事や育児を行う頻度により、子どもが

3.5歳時点の母親が子どものお尻をたたく頻度が

異なるかどうかを明らかにすることを目的とし

た。分析には、厚生労働省が実施している21世紀

出生児縦断調査の平成22年コホートを用いた。父

親の家事・育児頻度（第1回調査）、子どものお尻

をたたく頻度（第4回調査）に母親が回答し、分

析項目に欠損のない17,573人を対象とした。 
 
⑨ 父親の育児休業取得の影響 
 本分析は、父親の育児休業取得有無により、長

期的な夫婦関係への影響を把握することを目的

とした。分析には、21世紀出生児縦断調査の平成

22年コホートを用いた。父親と母親が同居してお

り、父親が常勤の勤務形態である日本人家族世帯

を対象とし、育児休業取得（児が1歳半まで）の

項目に対して、「父親が育休を取得したと回答し

た世帯（育休取得世帯）」と「父親が育休を取得

していないと回答した世帯（非育休取得世帯）」

の2群に分け、児が1歳半から5歳半までの5か年で、

「子育てして良かったこと」および「子育てして

いて負担に思うこと」の回答分布を分析した。最

終的な分析対象者は、育休取得世帯426人、非育

休取得世帯16,497人であった。 
 
⑩ 多胎児世帯の父親の状況 
分析には、厚生労働省が実施している国民生活

基礎調査の2016年の世帯票および健康票のデー

タを用いた。父親と子どもの情報が両方揃ってい

るケース（父と子が同居しているもの）のみを抽

出し、同居している0歳の子どもの人数によって

多胎・単胎を区別した。本分析では母親と同居し

ているかについては特定していない。抽出された

分析対象者は、0歳の子どもと同居する父親3,734
人（多胎児の父親36人・単胎児の父親3,698人）で

ある。 
 
⑪ 父親の育児への関わりの長期的な影響 

本分析は、子どもが0歳時点での父親の育児へ

の関わりと子どもが16歳時点での子どもの心理

的なウェルビーイングの状況との関連を明らか

にすることを目的とした。分析には、21世紀出生

児縦断調査の平成13年コホートを用いた。子ども

が6か月時点での父親の育児への関わりと16歳時

点での子どもの心理的なウェルビーイングとの

関連について分析を行った。早産児や多胎児、ひ

とり親世帯の家庭の子ども等を分析の対象から
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除き、最終的な分析対象者は、18,510人であった。 
 
２．倫理的配慮 

本研究で使用した政府統計のデータは統計法

に基づく2次利用申請により使用の承諾を得たも

のである（厚生労働省発政統0302第3号）。また、

本研究は，国立成育医療研究センターの倫理審査

委員会の承認を得て実施した（承認番号2020-
955）。 
 
Ｃ．研究結果    
① 乳児がいる世帯における父親および夫婦の

メンタルヘルスの状況 
 K6 尺度を用いた中程度以上のメンタルヘルス

の不調の割合は、父親、母親のいずれかの場合だ

と 15.1％で、両方の場合だと 3.4％だった。中程

度以上の割合は、父親 11.0％で、母親 10.8％とほ

ぼ同じ割合だった。 
 
② シングルファーザーのメンタルヘルスの状

況 
K6 尺度が 13 点以上の場合を重度のメンタル

ヘルスの不調と定義しアウトカムとして用いた

結果、シングルファーザーで 8.5％が該当した。

ふたり親世帯の父親では、5.0％だった。シングル

ファーザーとふたり親世帯の父親を比較した場

合、教育歴が低い傾向や、正規雇用でない傾向が

見られた。シングルファーザーの群において、メ

ンタルヘルスの不調と関連する要因を分析した

結果、雇用状況や睡眠時間などとの関連が見られ

た。 
 
③ 父親の育児参加の影響についての知見のま

とめ 
対象者が母親であった論文が8編、父親が4編、

母親と父親両方であった論文が 10 編みつかった。

主な結果のまとめとして、次の 2 点の傾向が見ら

れた。第 1 に、母親が父親の積極的な育児参加を

認知している場合、母親の育児負担感が低く、幸

福度が高い傾向が見られた。また、子どもの健康

や発達（怪我や肥満の予防）においても、良い影

響を及ぼしている可能性が示唆された。しかし、

第 2 として、父親が自分自身で評価した育児参加

の度合いは、母親の負担感などとは直接に関連し

ない可能性が示唆された。 
 
④ 父親の生活時間 
 「仕事関連時間（仕事と通勤時間）」は、10 時

間以上が全体の約７割を占めており、12 時間以

上の割合が約 3.5 割で最も高かった。また、「仕

事関連時間」が長いと、相対的に「家事・育児関

連時間」や「睡眠や食事等の時間」が短くなる傾

向が見られた。また、「仕事関連時間」が 12 時間

以上の群における、家事・育児関連時間の平均は、

1 日 10 分だった。 
 
⑤ 介助が必要な子どもがいる世帯の父親の健

康状態 
メンタルヘルスが悪い可能性（K6 尺度の点数

が 9 点以上）がある父親の割合は、介助の必要が

ない子どもの群で 12％、介助の必要がある子ど

もの群で 17％だった。主観的健康観が悪い（「あ

まりよくない」と「よくない」）割合は、介助の

必要がない子どもの群で 8％、介助の必要がある

子どもの群で 13％だった。 
 
⑥ 父親の育児参加の状況 
「現在の就業状況」は、第 1 回から第 6 回の調

査を通して「勤め（常勤）」が約 86％、「自営業・

家業」約 10%であり、「勤め（パート・アルバイ

ト）」は第 1 回 2.4％から第 6 回 1%まで減少傾向

となっている。「無職」も第 1 回 1.2%から第 6 回

0.4%まで減少傾向にあり、そのうち「仕事を探し

ている」人は第 1 回 84.4%から第 6 回 61.7%まで

年々減少していた。 
 
⑦ 乳幼児がいる世帯の父親の社会経済状況と

健康状態 
父親の健康状態を確認した結果、メンタルヘル

スが極めて悪い状況（K6 尺度の点数が 13 点以

上）が 3～4％、主観的健康観が「よくない」もし

くは「あまりよくない」と回答した割合が 8～9％
いた。また、毎日またはときどきタバコを吸う父

親が約 50％だった。また、調査時点で精神疾患に

より通院している父親が 1％いた。 
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⑧ 父親の育児への関わりと母親のしつけとの

関連 
 母親が子どものお尻を「よく」たたく割合は、

4.8％であった。父親の家事頻度が高いほど、母親

が子どものお尻を「よく」たたく傾向は低かった。

父親の育児頻度については、父親の労働時間が週

50 時間未満の場合、父親の育児頻度が高いほど、

母親が子どものお尻をよくたたく傾向が低かっ

た。 
⑨ 父親の育休取得の影響 
 「子育てをしていて良かったこと」と「子育て

をしていて負担に思うこと」という設問から「家

族の結びつきが強くなった」や「配偶者が育児に

参加してくれない」と回答した人の 5 か年の分布

を各年で 2 群間で比較したが、統計学的有意な差

は見られなかった。 
 
⑩ 多胎児世帯の父親の状況 
現在の健康状態を問う主観的健康観は、「よい」

「まあよい」「ふつう」「あまりよくない」「よく

ない」の選択肢から 1 つ回答をするものであっ

た。「あまりよくない」「よくない」を選択した多

胎児の父親は約 9％、単胎児の父親は約 6％であ

った。悩みやストレスがあると回答した父親のう

ち、悩みやストレスの原因が「育児」と回答した

多胎児の父親は約 14％、単胎児の父親は約 9％、

悩みの原因として「自由にできる時間がない」と

回答した多胎児の父親は約 11％、単胎児の父親

は約 8％であった。 
 
⑪ 父親の育児への関わりの長期的な影響 

母親の学歴などの交絡要因を調整した結果、父

親の「育児への関わりが少ない群」を比較して、

より多い群では、子どもが 16 歳時点での心理的

なウェルビーイングの低下のリスクが、最大約

10％低かった。 
 
Ｄ．考察 
① 乳児がいる世帯における父親および夫婦の

メンタルヘルスの状況 
 分析の結果、13 か月未満の子どもがいる父親、

母親のいずれかまたは両者のメンタルヘルスが

良好でない世帯が一定数いることが明らかにな

った。本分析の結果、母親だけでなく、父親の健

康状態にも注意を払う必要が示唆された。父親と

母親の両者の健康状態が同時に悪化した場合、幼

い子どもの養育に悪影響を及ぼすことが予想さ

れる。そうした状況を防ぐためにも父親と母親の

両者に介入を行う必要があると考えられる。 
 
② シングルファーザーのメンタルヘルスの状

況 
シングルファーザーの群において、メンタルヘ

ルスの不調の割合が高いことが確認された。日本

国内においては、シングルファーザーを対象とし

た大規模な調査はあまり実施されておらず、貴重

な知見が示された。 
 
③ 父親の育児参加の影響についての知見のま

とめ 
父親の育児参加の影響に関する文献レビュー

の結果、次の 2 点の傾向が見られた。まず、第 1
点目として、母親が父親の積極的な育児参加を認

知している場合、母親の育児負担感が低く、幸福

度が高い傾向が見られた。子どもの健康や発達

（怪我や肥満の予防など）および第 2 子や第 3 子

の出生においても良い影響を及ぼしている可能

性が示唆された。しかし、第 2 点目として、父親

が自分自身で評価した育児参加の度合いは、母親

の負担感などとは直接に関連しない可能性が示

唆された。この可能性については、他の文献でも

言及されている。 
 
④ 父親の生活時間 
 通勤時間を含む仕事時間が長い父親は、家事・

育児に費やす時間が短い傾向が明らかになった。

今回の分析で、改めて働き方改革やリモートワー

クの推進による仕事に費やす時間の短縮の必要

性が示唆された。しかし、目標を個人の努力のみ

で達成することは難しいため、社会や企業など組

織的な取り組みが必要であると考えられる。 
 
⑤ 介助が必要な子どもがいる世帯の父親の健

康状態 
全国の世帯を対象にした代表性のあるデータ



 

14 
 

を用いて、介助が必要な子どもがいる世帯の父親

の健康状態を分析した結果、介助が必要のない子

どもの世帯の父親と比較して健康状態が悪い可

能性が明らかになった。本分析で、因果関係を明

らかにすることはできなかったが、父親への公的

支援の必要性が示唆された。 
 
⑥ 父親の育児参加の状況 
第 1 回から第 6 回の調査を通して、平日に 2 時

間以上子どもと一緒に過ごす父親の割合が減少

する一方、休日に 10 時間以上子どもと一緒に過

ごしている父親の割合は常に 50%を超えること

が示めされた。そのほか、子どもとの接し方や父

親の喫煙状況、食習慣などについても、代表性の

高い政府統計データから父親の実態を把握する

ための貴重な情報を得ることができた。 
 
⑦ 乳幼児がいる世帯の父親の社会経済状況と

健康状態 
 父親の平均年齢は、35～36 歳で、一般的には健

康状態が良いと思われる年齢であるが、そのなか

でも一定数、健康状態が良くない父親がいること

が明らかになった。 
 
⑧ 父親の育児への関わりと母親のしつけとの

関連 
分析結果から、母親が子どものお尻をたたく行

為には、家事・育児の役割が母親に偏ることへの

ストレスや時間的な余裕のなさ等が一部影響し

ていると考えられる。子どものお尻をたたく行為

は体罰に含まれ、子どもの心や脳の発達に長期的

な影響を及ぼすことが分かっている。子どもにと

ってより安全な成育環境を提供するために、父親

の家事・育児への関与を促進する必要性が示唆さ

れた。 
 
⑨ 父親の育休取得の影響 
父親が育児休業を取得した世帯では、育児休業

を取得しなかった世帯と比較して、児が 1 歳半か

ら 5 歳半までの期間に子育てをしていてよかっ

たと感じることや、子育てをしていて負担に感じ

たことに差がなかった。単に父親の育児休業の取

得推進だけではなく、希望する人が育児休業を取

得しやすい環境の整備や、育児休業を取得するこ

とをきっかけに育児や家事への理解を深めてい

くことも検討を重ねていく必要がある。 
 
⑩ 多胎児世帯の父親の状況 
分析結果より、多胎児の養育には単胎児よりも

多くの人手が必要となるため、父親は仕事以外の

時間を育児・家事に費やすことで、父親自身の健

康を保つことが困難な状況に置かれていると考

えられる。0 歳の多胎児の父親は、単胎児の父親

と比較すると心身の負担が大きい可能性が高い。

多胎児の母親と同様に多胎児の父親にも支援が

必要であることが示唆された。今後は多胎児の父

親の心の健康状態、睡眠状況や就業状況など、よ

り詳細に分析して必要な支援の検討を行う必要

がある。 
 
⑪ 父親の育児への関わりの長期的な影響 

本分析の結果、乳児期に父親が育児に多く関わ

ることが、長期的に子どもの成長に良い影響を及

ぼす可能性が示唆された。 
 
Ｅ．結論    

これまで、日本国内では父親に関する情報は殆

どなかったが、この研究班としての活動を通じて、

過去三年間で、上記及びそれ以外の合計 18 の分

析を実施し、7 編（英文 5・和文 2）の論文を学術

誌に掲載することができた。今後、父親支援が社

会実装されていく際に、これらの知見が支援の根

拠となることが期待される。 
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